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検討課題について



【検討課題①】整備優先順位の設定方法
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 湖岸堤全体の整備にあたっては、多大なコストと長い期間を要することが想定されるため、整備の
優先順位を整理した上で、計画的かつ効率的に進める必要がある。

浜名湖高潮・津波対策情報図

高潮対策必要区間

津波対策必要区間

＜凡例＞

• 高潮や津波に対して高さが足りない区間は、湖岸堤全周
約121kmのうち約98km（約８割）

• 各所で老朽化による湖岸堤の崩壊が進んでいる箇所もあ
り、防護・景観の観点における課題として顕在化

計画的かつ効率的に湖岸堤の整備を進めるため、これまで
の検討で設定した45のブロックを対象に、①高潮や津波に
より想定される被害の大きさ、②既存施設の老朽化の度合
い、③地域振興策との連携などを評価指標として、ブロッ
ク毎の総合的な評価を行い、整備優先順位を設定する。

• 全体の整備には多大なコストと長い期間が必要

• 景観や環境保全、水産振興、観光等の計画に基づく事業
を各部局や関係市・団体等が実施しており、湖岸堤の整
備にあたっては、これら関係者との調整・連携が必要

現 状

課 題

対応方針



【検討課題①】整備優先順位の設定方法
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 湖岸堤の整備優先順位については、①高潮や津波により想定される被害の大きさ、②既存施設の老
朽化の度合い、③地域振興策との連携などを評価指標として、45のブロック毎に総合的な評価を行
い、整備優先順位を設定する。

評価指標 評価内容 評価点

①
想定される浸水被害の大きさ
（浸水防護便益※）

高潮及び津波が来襲した場合に生じる浸水による背後地の資
産被害額を算出し、高潮及び津波を防ぐ湖岸堤を整備するこ
とによる浸水防護便益を評価する。

② 既存施設の老朽化の度合い
施設の老朽化度から整備の必要性、緊急度などを評価する。
老朽化度の評価については、平成30年度の委託業務成果を活
用する。

③ 地域振興策との連携
地域振興策（観光振興や景観改善等の施策・事業）との連携
の有無や連携の度合いなどを関連事業の抽出調査結果や関係
事業の実施機関への聴き取りなどから整理して評価する。

総合評価

• 各ブロックの整備優先度について、以下の３つの指標によりそれぞれの観点から評価点を与えて評価する。

• 各評価指標による評価を総合的に勘案し、各ブロックの整備の優先順位を整理する。

（※）浸水防護便益
高潮、波浪、津波等による浸水から背後地の資産等を守ることによる便益のこと。
浸水防護の効果とは、事業を実施しない場合に想定される浸水地域での被害が軽減されることであり、
想定浸水地域で防護される資産額の総和をもって便益とする。
（海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）（令和２年４月一部更新）（平成16年６月））

整備優先順位の設定方法（案）



【検討課題②】湖岸堤の管理者特定及び整備の手法
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 これまでの調査や検討により、湖岸堤の管理者は行政（官）においても河川・港湾・漁港・道路・農林など多岐に
わたることが判明している。

 また、湖岸堤全周約121kmのうち、約61km（約５割）が民間所有の湖岸施設である可能性が有り、このうち約47km
（約８割）の区間については所有者が不明である。

浜名湖湖岸施設 管理者区分調査結果

浜名湖湖岸施設 管理者区分図

これまでの調査や検討では、湖岸沿いの土地所有者を公図等に
より確認し、施設の管理者を区分し整理している。



【検討課題②】湖岸堤の管理者特定及び整備の手法
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 民間所有の湖岸施設（民堤）は、その所有者が維持管理することが基本であるが、高潮や津波などに起因する災害により
背後の公共施設が被災を受けるなど、甚大な被害が想定される場合、行政により改修あるいは修繕を行う必要がある。

 このため、民間所有の湖岸施設の取扱いや適正な維持管理等について、関係市等と検討を進めてきたが、今後の抜本的な
湖岸堤の整備に向け、湖岸堤の管理者特定の方法や整備の手法、施設の維持管理の方針等を定める必要である。

浜名湖湖岸施設の適正な維持管理に向けた勉強会資料より抜粋（H30）



【検討課題②】湖岸堤の管理者特定及び整備の手法
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 「浜名湖水辺整備基本計画」の検討と並行して、湖岸堤の管理者特定の手法や湖岸堤の整備手法、
維持管理の方針などを整理し、実務にあたるマニュアル（案）の作成を目指す。

用地測量
・公図調査
・土地の登記記録調査
・境界確認 等

用地調査
・建物の登記記録調査
・建物等（工作物）の調査 等

用地買収、物件補償

工事の実施

背後地の土地所有者の確認

既存施設の管理者の特定

・過去の検討成果を活用

・背後地の土地所有者や用地測量・調査の
結果などから管理者を特定

工事の実施

事業実施主体の整理
・施設が民間所有の場合、官（河川管理者

等）が事業実施主体となることを想定
✓高潮・津波に起因する災害が発生した

際に被災を受ける公共施設の有無及び
その管理者の確認

✓地域振興策との連携や実施者の確認
✓費用負担に係る協議

（※）実務を通して随時、マニュアル（案）の見直しを行う。

・既存施設の管理者との調整
✓ 工作物（湖岸堤）の寄付・買収の調整

役割分担の整理

既存施設管理者との調整

通常の事業の流れ 浜名湖湖岸堤整備・維持管理マニュアル（案）

用地測量、用地調査 ・通常の事業の流れと同様、必要な測量や
調査を実施

湖岸堤の管理者特定手法

維持管理
維持管理

湖岸堤の整備手法

維持管理の方針

・整備した施設及び当面改修しない施設
（民間所有含む）の維持管理の方針を整理


